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ＧＳＴ（物品・サービス税）法案が上院を通過し、インドでＧＳＴが
導入される見通しとなりました。
政府はＧＳＴ法制定の準備を行っており、今冬の国会で審議後、
最終的には2017年4月以降の導入を目指しています。

 新税制に対応したインフラ整備に対する投資が必要となりますが、長期的には税収増により
財政健全化が見込まれています。

ＧＳＴ（物品・サービス税）法案が上院通過
長年の懸案であった税制改革に向け、重要な一歩を踏み出したインド

ＧＳＴがもたらすインド経済への影響

①経済成長への期待

 実効税率や新ルール適用に要する時間にも左右されますが、導入により効率性、生産性、
競争環境の活性化につながり、長期的にはインド経済にとってプラスの影響が期待できます。

②インフレ（物価上昇）期待

 ＧＳＴ税率は（現在のサービスへの賦課税率14.5％より高く、物品課税25-30％よりは低い）18％
程度が見込まれています。これまで課税を逃れていた多くの製品、サービスが課税されることで、
市場価格が上昇するといった見方がされています。

③財政の健全化

① 法的な煩雑性が緩和され、企業の事業投資への意思決定は税金問題に左右されにくく
なり、州ごとの税制の違いによる経済活動への影響も薄れます。

ＧＳＴ導入による3つのメリット

② 税体系の刷新により新たなサプライチェーンの構築が期待され、大量のペーパーワークや
係争事案も減少する見通しです。

③ 税体系の一本化により、現状では阻止できなかった脱税問題を解決し、政府による課税
ベース補足の改善につながると期待されています。また、インドの債務格付けも今後改善に
向かう見込みです。
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 インド下院の通過（3分の2の賛成が必要）
 州政府議会の過半数の賛成
 中央政府、州政府から構成されるＧＳＴ委員会の設置
 ＧＳＴ法等関連法案の制定
 大統領署名
 ＩＴインフラの整備・対応ソフトのテスト

ＧＳＴ（物品・サービス税）導入によるインド経済への影響

＜参考１＞ＧＳＴ（物品・サービス税）とは

ＧＳＴ（物品・サービス税）とは

 これまで州ごとに異なっていた複雑な税体
系を一本化し、課税の重複を回避するこ
とが目的。

 導入により効率性、生産性、競争環境
の活性化が見込め、インド経済の成長に
寄与する見込み。

現行の間接税

中央政府の主な間接税 州政府の主な間接税

州付加価値税、
中央売上税
入境税、娯楽税 等

物品税、
追加物品税
サービス税 等

上記の複雑な税体系を、ＧＳＴ導入によって
中央政府・州政府の各種間接税を一本化

表１ 現行の間接税と新たに導入されるＧＳＴ（物品・サービス税）

＜参考２＞ＧＳＴ導入の背景
インド憲法では中央政府と地方政府双方に徴税権を認めています。あるものは中央政府、また
あるものは地方（州）政府が徴税するなど、課税対象が分かれ、さらに税率が各州により異なっ
ています。
複数の税金、多様な税率、複数に跨る徴税当局など、インドの税体系は複雑であり、これまでに
もビジネス上の非効率性、特定の品目における高い税率、低いコンプライアンス意識、脱税の横行
を招いてきました。結果、政府による徴税率も低くなっています。
2006年に導入されたＶＡＴ法でこれら問題解決を試みたものの、多くの国税、地方税がＶＡＴ
の対象外となり、不動産や資源炭鉱などの業種が税金免除となるなど、さらに税制を複雑なものに
してしまいました。
この度のＧＳＴ導入は、長年の懸案であった税制改革への一歩とされています。

＜参考３＞ＧＳＴ導入に必要な今後のステップ

SBI ファンズ・マネジメント・プライベート・リミテッド提供の情報に基づき、SBIアセットマネジメントが和訳・編集したものを記載しております。
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※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。

ＧＳＴ（物品・サービス税）導入によるインド経済への影響
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ＧＳＴ（物品・サービス税）導入によるインド経済への影響
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本資料のお取扱いについてのご注意
・本資料は、SBIアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、
完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
・本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
・投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
・投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
・お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。

6

委託会社 SBIアセットマネジメント株式会社（信託財産の運用指図及び運用報告書の作成等を行います。）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第311号
加入協会／一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

＜委託会社、その他関係法人＞

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（ファンド財産の保管・管理等を行います。）

税金は以下の表に記載の時期に適用されます。
以下の表は、個人投資者の源泉徴収時の税率であり、課税方法などにより異なる場合
があります。

時期 項目 税金

分配時 所得税※及び地方税
配当所得として課税
普通分配金に対して20.315％

換金（解約）
時及び償還時

所得税※及び地方税

譲渡所得として課税
換金（解約）時及び償還時の差益（譲渡益）
に対して20.315％

※復興特別所得税を含みます。
・ 上記は平成27年11月末現在のものです。税法が改正された場合等には、税率等が変更される
場合があります。

・ 少額投資非課税制度「愛称：ＮＩＳＡ（ニーサ）」をご利用の場合
ＮＩＳＡをご利用の場合、毎年、一定額の範囲で新たに購入した公募株式投資信託などから
生じる配当所得及び譲渡所得が5年間非課税となります。ご利用になれるのは、販売会社で
非課税口座を開設するなど、一定の条件に該当する方が対象となります。詳しくは、販売会社に
お問い合わせください。

・ 法人の場合は上記とは異なります。
・ 税金の取扱いの詳細については、税務専門家にご確認されることをお勧めします。

税金

ＧＳＴ（物品・サービス税）導入によるインド経済への影響


